
％ ( ％ )

99.0

]

純 固 定 資 産 税1,699,796 保 険 給 付 費 340 (％)

市 町 村 民 税 99.2 97.0 99.0 96.6

歳 出 合 計 33,980,376 100.0 17,520,687 18,149,012 千円 そ の 他 96.1 98.9 94.5

合 計 99.1 96.7 99.0 95.7
災 害 復 旧 事 業 費 1,052,439 3.1 34,089 及び臨時財政対策債除く) 保険税(料)収入額 90 現

年
・計

失 業 対 策 事 業 費 - - - 歳 入 一 般 財 源 等 国 民 健 康 保 険 624,448 国 庫 支 出 金 129

上 水 道 27,227 被 保 険 者 数 ( 人 ) 14,964 徴
収
率

[

簡 易 水 道 24,500
被保険者
１人当り{

550,703 経 常 収 支 比 率 下 水 道 687,000 収 益 事 業 収 入 - -

内

訳

う ち 補 助 2,858,204 8.4 95,642 93.9 99.1 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 9,515 土 地 開 発 基 金 現 在 高 925,132 925,037

う ち 単 独 4,359,353 12.8 415,634 ( 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 )

576,226

う ち 人 件 費 167,357 0.5 167,262 15,224,917 千円 公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

合 計 3,240,778 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実 質 収 支 169,332

再 差 引 収 支 36,101

病 院 177,807

実 質 的 な も の - -

普 通 建 設 事 業 費 7,558,284 22.2

投 資 的 経 費 8,610,723 25.3 584,792 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 そ の 他

-

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - - 歳 出 合 計 33,980,376 100.0 7,558,284 - -

- -

債務負担行為額
（支出予定額）

物 件 等 購 入

17,520,687 保 証 ・ 補 償

-

1,109,097

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 539,604 1.6 122,604 - - 前 年 度 繰 上 充 用 金 - -

6,534,412

積 立 金 395,245 1.2 191,213 - - 諸 支 出 金 - - - - 地 方 債 現 在 高 35,707,594 33,936,011

繰 出 金 2,425,744 7.1 1,906,614 1,761,782 10.9 公 債 費 3,757,456 11.1

3,212,557

うち一部事務組合負担金 350,942 1.0 350,942 318,036 2.0 災 害 復 旧 費 1,052,439 3.1 411,425

80,818 1,716,985
積 立 金
現 在 高

財 調 3,014,053

- 34,089 減 債 411,558

- 3,314,223 特 定 目 的 6,026,993

補 助 費 等 2,274,235 6.7 1,981,302 1,185,265 7.3 教 育 費 2,206,880 6.5

( ％ ) 11.4 11.6

維 持 補 修 費 157,607 0.5 119,989 115,414 0.7 消 防 費 1,393,805 4.1 503,046 717,879 将 来 負 担 比 率 ( ％ ) 82.2 79.2

物 件 費 3,180,025 9.4 2,539,020 2,154,876 13.3 土 木 費 3,119,202 9.2

( ％ ) - -

( 義 務 的 経 費 計 ) 16,397,193 48.3 10,075,153 10,007,580 61.7 商 工 費 連 結 実 質 赤 字 比 率 ( ％ ) - -

農 林 水 産 業 費 1,518,643 4.5 798,904 564,869 健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率

1,061,434 3.1 98,607 602,203

1,923,861 1,377,581 実 質 公 債 費 比 率

労 働 費 8,904 0.0 - 3,904 公 債 費 負 担 比 率 ( ％ ) 18.3 18.6

衛 生 費 1,837,620 5.4 33,261 1,673,556 実 質 収 支 比 率 ( ％ ) 3.0 2.6内

訳

元 利 償 還 金{
元 金 3,474,614 10.2 3,048,602 3,048,602 18.8

利 子 282,730 0.8 265,509 265,509 1.6

一 時 借 入 金 利 子 112 0.0 112 112 0.0

3,828,788 2,340,195 標 準 財 政 規 模 15,685,990 15,676,301

公 債 費 3,757,456 11.1 3,314,223 3,314,223 20.4 民 生 費 11,231,167 33.1 290,999 4,952,475 財 政 力 指 数 0.52 0.50

扶 助 費 8,029,919 23.6 2,448,841 2,413,609 14.9 総 務 費 6,570,098 19.3

4,312,089 4,279,748 充当一般財源等 基 準 財 政 需 要 額 12,754,752 12,710,859

う ち 職 員 給 3,225,098 9.5 3,003,692 - - 議 会 費 222,728 0.7 - 222,728 標 準 税 収 入 額 等 8,591,110 8,397,577

区 分 平成２９年度(千円) 平成２８年度(千円)

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率
区 分

決 算 額
( Ａ )

構 成 比
(Ａ )のうち

26.4 普通建設事業費

(Ａ)の 基 準 財 政 収 入 額 6,739,365 6,593,979

人 件 費 4,609,818 13.6

歳 入 合 計 34,608,701 100.0 15,355,908 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ･ ％ ) 目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単位 ：千 円 ･ ％ )

うち減収補塡債(特例分 ) - - - -

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 854,497 2.5 - -

諸 収 入 802,437 2.3 29 0.0

地 方 債 5,246,197 15.2 - -

繰 入 金 1,301,035 3.8 - -

繰 越 金 581,380 1.7 - -

3,580

寄 附 金 291,164 0.8 - - 合 計 7,503,611 100.0 614,343 伝 染 病 × そ の 他 ○

税 務 事 務 × 小 学 校 × 議 会 副 議 長 1  8.12.01 3,790

財 産 収 入 380,193 1.1 19,374 0.1 旧 法 に よ る 税 - - - 老 人 福 祉 × 中 学 校 × 議 会 議 員 20  8.12.01 

都 道 府 県 支 出 金 3,531,468 10.2 - - 法 定 外 目 的 税 - - -

退 職 手 当 × 火 葬 場 ○ 教 育 長 1  8.12.01 6,180

( 特 別 区 財 調 交 付 金 ) 水 利 地 益 税 等 - - - 事 務 機 共 同 × 常 備 消 防 × 議 会 議 長 1  8.12.01 4,330

国 有 提 供 交 付 金
- - - -

都 市 計 画 税 - - -

× 市 区 町 村 長 1  8.12.01 8,650

- 事 業 所 税 - - - 非常勤公務災害 × ご み 処 理 ○ 副 市 区 町 村 長 1  8.12.01 6,920

一人当たり平均給料
（報酬）月額（百円）使 用 料 357,531 1.0 16,493 0.1 法 定 目 的 税

手 数 料 48,441 0.1 - - 内

訳

国 庫 支 出 金 5,498,094 15.9 -

入 湯 税 - - - 議員公務災害 × し 尿 処 理

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等
- - -

定 数 適用開始年月日
分 担 金 ・ 負 担 金 549,647 1.6 2,066 0.0 目 的 税 - - -

合 計 520 1,715,450 3,299

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 14,990 0.0 14,990 0.1 法 定 外 普 通 税 - - - ラ ス パ イ レ ス 指 数 100.8

( 一 般 財 源 計 ) 16,006,124 46.2 15,302,956 99.7 特 別 土 地 保 有 税 - - -

38,034 3,170

震 災 復 興 特 別 交 付 税 - - - - 鉱 産 税 - - - 臨 時 職 員 - - -

- 財 源 超 過 × う ち 技 能 労 務 員 74 286,528 3,872

特 別 交 付 税 703,168 2.0 - - 市 町 村 た ば こ 税 481,660 6.4 - 教 育 公 務 員

一

般

職

員

等

一 般 職 員51.3 491,659

12

内

訳

普 通 交 付 税 6,240,383 18.0 6,240,383 40.6 軽 自 動 車 税 199,990 2.7

508 1,677,416 3,302

地 方 交 付 税 6,943,551 20.1 6,240,383 40.6

固 定 資 産 税 3,846,802

う ち 純 固 定 資 産 税 3,817,928 50.9 491,659 指 数 表 選 定 ○ う ち 消 防 職 員 82 266,828 3,254

211,893 2.8 35,721 近 畿

財政健全化等 ×

438,414 5.8 86,963 中 部 ×軽 油 引 取 税 交 付 金 - - - - 法 人 税 割

法 人 均 等 割

地 方 特 例 交 付 金 36,561 0.1 36,561 0.2

×

× 実 質 単 年 度 収 支 -344,562 -609,772

職員数(人)
給 料 月 額
( 百 円 )

一 人 当 た り 平 均
給 料 月 額 ( 百 円 )

区 分

2,225,809 29.7 - 首 都

山 振

積 立 金 取 崩 し 額 400,000 450,000

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - - 所 得 割

内

訳

自 動 車 取 得 税 交 付 金 43,565 0.1 43,565 0.3

○個 人 均 等 割 99,043 1.3

○ 繰 上 償 還 金 - -

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 14,137 0.0 14,137 0.1 過 疎-

地 方 消 費 税 交 付 金 1,179,847 3.4 1,179,847 7.7 市 町 村 民 税 2,975,159 39.6 122,684

-162,176

道府県民税所得割臨時交付金 - - - - 法 定 普 通 税 7,503,611 100.0 614,343 旧 産 炭 × 積 立 金 1,496 2,404

- 普 通 税 7,503,611 100.0 614,343 低 開 発 × 単 年 度 収 支 53,942

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源 159,244 366,241

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 15,740 0.0 15,740 0.1 旧 工 特 × 実 質 収 支 469,081 415,139

歳 出 総 額 33,980,376 31,421,454

利 子 割 交 付 金 8,206 0.0 8,206 0.1 歳 入 歳 出 差 引 628,325 781,380

地 方 譲 与 税 244,583 0.7 244,583 1.6
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

収

支

状

況

配 当 割 交 付 金 16,323 0.0 16,323 0.1
区 分 収 入 済 額 構 成 比 超過課税分

旧 新 産 ○

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 - - -

平 成 ２ ８ 年 度 ( 千 円 )

第 ３ 次
18,299 18,111

63.0 歳 入 総 額 34,608,701地 方 税 7,503,611 21.7 7,503,611 48.9 63.0 32,202,834

宮崎県 日向市

第 ２ 次
8,642 8,501

29.6
区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比

29.7
区 分 平 成 ２ ９ 年 度 ( 千 円 )

2,120-0.7 ％ -0.8 ％
第 １ 次

2,123

歳 入 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )
7.3 7.4

決 算 状 況
面 積 336.94 k㎡ 29. 1. 1 62,746

人 口 密 度 183 人 増 減 率

団 体 名
市 町 村 類 型 Ⅱ－２

２２年国調

1 - 3

-2.3 ％ 30. 1. 1 62,310 人 62,013 人
区分 ２７年国調

人 62,484 人 45 2068

地 方 交 付 税 種 地

住民基本台帳人口 う ち 日 本 人 産 業 構 造 都 道 府 県 名
平 成 ２ ９ 年 度

人

口

２ ７ 年 国 調 61,761 人
区 分

２ ２ 年 国 調 63,223 人

増 減 率

※「一般職員等」、「ラスパイレス指数」、「特別職等」については、地方公務員給与実態調査に基づくものであるが、当該資料作成時点（平成31年1月末時点）において平成30年調査結果が未公表であるため、前年度の数値を引用している。


